
（様式①）

[都市整備局]

[市街地開発事業費会計] 3項　公債費 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 公債費　元金 2,026,335 2,026,335 1,895,922 1,895,922 130,413 130,413

2 公債費　利子 284,178 284,178 247,145 247,145 37,033 37,033

3 公債費　公債諸費 15,016 15,016 19,516 19,516 △ 4,500 △ 4,500

計 2,325,529 2,325,529 2,162,583 2,162,583 162,946 162,946

[市街地開発事業費会計]   4項　旧上瀬谷通信施設地区事業費充当企業債公債費（単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
旧上瀬谷通信施設地区
事業費充当企業債公債
費　利子

75,898 75,898 11,090 11,090 64,808 64,808

2
旧上瀬谷通信施設地区
事業費充当企業債公債
費　公債諸費

4,501 4,501 0 0 4,501 4,501

計 80,399 80,399 11,090 11,090 64,808 64,808

[市街地開発事業費会計] 5項　予備費 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 予備費 1,000 999 1,000 999 0 0

計 1,000 999 1,000 999 0 0
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。
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予備費

1 99 99

事業名称

歳出予算科目
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　予算外の支出又は予算超過等の不測の支出に充てるための経費
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

          1000           1000           1000               1000           1000           1000           1000
金額

実績              0              0千円

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　自然災害・緊急事態等の不測の事態に備えて予備費を計上することにより、補正予算案を審議することなく、緊急事態に対応するこ
とができる。

事業目的

自然災害・緊急事態等の不測の事態に備えて予備費を計上することが地方自治法で決められており、補正予算案を審議することなく、
緊急事態に対応することができる。

背景・課題

地方自治法217条根拠法令・方針決裁等

【地方自治法第217条】
　予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、歳入歳出予算に予備費を計上しなければならない。ただし、特別会計にあっては、
予備費を計上しないことができる。
２　予備費は、議会の否決した費途に充てることができない。

根拠・データ等

事業スケジュール

事業開始年度

1
5年度6年度

予備費
細事業(事業内訳） 1              1,000              1,000                    0

             1,000              1,000                    0

市街地整備調整課都市整備局

市街地開発事業費会計

中里 浩一郎 篠崎 豊美 佐々木 はるみ
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